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【まとめ】 
本研究は入院中の高齢者に対する転倒

骨折および転倒防止活動の現状に対する

知見を得ることを目的に、日本リハビリテ

ーション医学会の研修指定施設（514 施設

）に対して郵送による質問紙調査を実施し

た．対象施設を在院日数および病床規模に

基づいて層別化し，病床数と在院日数で調

整した転倒率，骨折を伴った転倒率（骨折

率）に影響を及ぼす要因を検討した．小規

模施設および慢性期医療施設において転

倒率，骨折率ともに有意に高く，急性期医

療施設および亜急性期医療施設において

転倒傷害軽減機器の使用数が有意に少な

かった．転倒予防対策の実施が不十分な施

設もあることが明らかとなり，あらゆる施

設において転倒予防対策を実施していく

組織作りの重要性が示唆された． 
 
 
１．研究の目的 
日本医療機能評価機構の報告によれば， 

2012 年 1 月～3 月までの第１四半期の医

療事故報告 570 件中，療養上の世話に関す

る事故が 246 件（43.2％）であり，このう

ちの 146 件（59.3％）が転倒・転落事故で

ある 1)．しかし，これらは治療を要する重

大事故であり，軽微な事故を含めた入院中

の転倒・転落事故の全体像は明らかになっ

ていない．病院や施設における転倒予防は

安全かつ効率的な医療・リハビリテーショ

ン実施の上からも重要である 2）．筆者らは

，病院内において転倒予防対策にあたるチ

ームが適切に介入することにより転倒骨

折が減少したことを報告したが 3），このよ

うな対策が他病院入院中の高齢者に当て

はまるか否かは不明である．以上のように

，入院中の高齢者の転倒骨折の実態の解明

，ならびにその予防対策の必要性が指摘さ

れている 2）． 
本研究は，入院中の高齢者に対する転倒

骨折および転倒防止活動の現状に関する

知見を得ることを目的にした調査研究の

予備調査である．日本リハビリテーション

医学会認定研修施設に対し，転倒予防と転

倒や骨折に関する実態調査を行い，入院患

者の転倒予防対策と転倒骨折の概要を明

らかにすることにした． 
 
 
２．対象と方法 
日本リハビリテーション医学会認定研

修施設（514 施設，2011 年 12 月末現在）

に対して郵送よる質問紙調査を実施した．

同認定研修施設は，同学会が規定する一定

の基準を満たした均質の病院であり，転倒

予防や医療事故防止に関しても標準的な

取り組みを実施していると考えられる．

514 施設中，療育センターなど小児専門施

設 23 施設，さらに調査実施中に認定取り

消しとなった1施設を除く490施設を対象

として 2012 年 2 月～3 月に郵送による質

問紙調査を実施した． 
質問項目は，WHO 転倒予防モデル－転

倒予防の重要性に関する意識向上・転倒の

リスク要因の評価・現実に即した有効な介

入―4)に基づいて，病院の基本的情報（医

師数・療法士数，保有入院病床数，在院日

数など），転倒事故防止活動の状況（転倒

予防対策に関する委員会組織の有無，職員

に対する研修開催数など），転倒予防に対

する具体的方策（院内マニュアル，リスク

評価，転倒予防に関する危険予知・傷害軽

減機器の使用，転倒時の救急対応など），1
年間の転倒件数および骨折を伴った転倒

件数（骨折数）である．なお、年間の転倒

件数および骨折件数は，１年間の入院患者

総数に影響を受けるため，年間の延患者入

院日数を，延入院患者総数×平均在院日数

＝病床数×365 日×病床稼働率（稼働率は

不明なため，便宜上１と仮定）として推定

した．転倒率は，転倒件数を延患者入院日

数で除し，1000 倍して千分率で表した．

骨折を伴った転倒率（骨折率）も同様に計



算し千分率で表した． 
統計解析は，病床規模や平均在院日数が

，転倒率および骨折率に及ぼす影響を一元

配置分散分析（ANOVA），Tukey 検定を用

いて分析した．さらに、転倒および骨折に

対する転倒防止対策の影響を ANOVA、χ

2 検定を用いて分析した。なお、病床規模

は，病床数が 199 床以下＝小規模群，200
～499 床＝中規模群，500 床以上＝大規模

群の 3 群に区分した．平均在院日数は診療

報酬基本料および加算の基準をもとに，14
日以下＝第Ⅰ群，14 日超え 30 日未満＝第

Ⅱ群，30 日以上＝第Ⅲ群の 3 群に区分し

た．なお、病床規模は，病床数が 199 床以

下＝小規模群，200～499 床＝中規模群，

500 床以上＝大規模群の 3 群に区分した．

平均在院日数は診療報酬基本料および加

算の基準をもとに，14 日以下＝第Ⅰ群，

14 日超え 30 日未満＝第Ⅱ群，30 日以上

＝第Ⅲ群の 3 群に区分した． 
調査は「疫学研究に関する倫理指針（厚

生労働省）」に基づいて実施し，調査に参

加しない場合でも不利益とならないよう

配慮した． 
 
 
３．結果 
回答は 290 施設より得られた（回収率

59.2％）．その中で高齢者が入院する 279
施設を対象とした（表 1）． 

 

 
 
施設内における転倒率および骨折率は，

小規模病院では中規模および大規模病院

よりも有意に高率であり，一方，平均在院

日数別では，第Ⅲ群は第Ⅱ群および第Ⅰ群

よりも有意に高率であった（表２）． 
 

 
 
転倒防止活動の状況と転倒率および骨

折率を ANOVA で検定した結果，転倒傷害

軽減機器の使用と骨折率との間に有意な

関連を認めた（p<0.05）．そのため，転倒

防止活動の状況を病床規模別および平均

在院日数別にχ2 検定で検討したところ，

転倒傷害軽減機器の導入および転倒予防

に関する組織化の実施率が、平均在院日数

別において第Ⅲ群、第Ⅰ群、第Ⅱ群の順で

多かった（表３）．  
 

 
 
 

４．考察 
 本研究の結果より，対象施設間での転倒

に関する要因として病床規模の大きい施

設，平均在院日数の短い施設では転倒率が

低く，病床規模の小さい施設，平均在院日

数の長い施設では転倒率が高かった．高杉

は５），運動機能や認知機能の高い者の方が

活動性は高く，よく動くため転倒しやすい

反面，本来の転倒ハイリスク者は低い活動

性と手厚いケア介入のために転倒発生が

抑えられている可能性があることを指摘

している．つまり，本研究の結果は，病状

が不安定で身体機能が低下している急性

期，亜急性期医療施設患者では，転倒率お

よび骨折率は低く，病態が安定し身体機能

が一定の改善に到達した慢性期医療施設

患者では転倒率および骨折率が高くなる

ことを示唆している．また，転倒傷害軽減

機器を使用している施設では，骨折率が有

意に低かった．転倒傷害軽減機器の中でも

ヒッププロテクター着用にて転倒事例が

減少したとの報告がある６）．ヒッププロテ

クターによる骨折予防効果は，虚弱性が高

い施設入居者において有効性が示されて

おり７），医療施設に入院中である身体機能



の低下している患者においても有用であ

る可能性がある．また，身体拘束の代わり

に低床ベッド，床上のマットレス，運動に

よるトレーニングや安全な移動のような

対策を実施すれば転倒予防の効果がある２

）との報告もある．本研究の結果は，転倒

傷害軽減機器の有効性を傍証していると

もいえよう． 
転倒傷害軽減機器を導入している施設

は，第Ⅲ群が有意に高かった。慢性期医療

施設では転倒率および骨折率が高いこと

から、転倒傷害軽減機器の導入が進められ

ていることが推察された． 
本調査研究の回収率は約 60％であり，

調査対象施設の代表性が得られているデ

ータであると考えられる．一方，本研究の

限界として，病床稼働率が不明であり算出

の過程において便宜上１としており，転倒

率・骨折率算出の補正値の限界が生じたこ

とが挙げられる．また，転倒および骨折数

は，各調査施設のインシデント・アクシデ

ントレポートに基づいており，各施設内で

のレポート報告率に影響を受けている可

能性がある（情報バイアスの可能性）．し

かし，今回の調査施設の転倒予防の取り組

みは高く，信頼性の高い回答がなされてい

ると考えている．なお，リハビリテーショ

ン訓練中の転倒件数および骨折を伴った

件数は少なく，他要因との関連を十分に検

討するまでには至らなかった． 
生田らの報告によれば９），13,198 例の入

院患者を対象に，2.7％に入院中の転倒が

認められ，転倒場所は 76％がベッドサイ

ドや病室であった．各施設において，病棟

看護師だけでなく医師，理学療法士，作業

療法士，言語聴覚士，薬剤師，栄養士など

多職種が情報を共有し，それぞれの専門的

立場から介入していく事で実効力が生ま

れる８，１０）．今後，独立した転倒予防対策

チームが急性期～慢性期にかけて普及が

課題である．本予備調査において、急性期

、亜急性期および慢性期の各病期において

転倒防止対策に差が生じていたことが明

らかとなった。このような差が生じる要因

について、今後、全国規模の調査を検討し

てゆく予定である． 
 
 
５．研究成果の公表方法 
 第 50 回日本リハビリテーション医学会

学術集会（2013 年）での発表を予定して

いる。また、学術雑誌「総合リハビリテー

ション」に投稿中である。 
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